社会福祉法人○○会　契約事務規程

（目的）

第１条　社会福祉法人○○会（以下「本会」という。）における売買、貸借、請負その他の契約（以下「契約」という。）の事務に関して、透明性の確保や経費の節減等の適正な契約を行うため、本会経理規程に定める事項のほか、この契約手続規程に定めるところによる。

（契約の種類）

第２条　契約の種類については、次の各号に掲げるものとする。

　（１）一般競争契約

　あらかじめ、契約しようとする事項の予定価額を定め、競争入札に付する事項、競争入札執行の場所及び日時、入札保証金に関する事項、競争に参加する者に必要な資格に関する事項、並びに契約事項を示す場所等を公告して申込みをさせることにより行った入札による契約。

　具体的な手続きは、別に定める競争入札要領に基づくほか、理事長が定めるものとする。

（２）指名競争契約

合理的な理由から、前項の一般競争に付する必要がない場合及び適当でないと認められる場合において、適切と認められる業者を指名して行った入札による契約。

具体的な手続きは、別に定める競争入札要領に基づくものとする。
　（３）随意契約

　　　　　合理的な理由により、競争入札に付することが適当でないと認められる場合において、適当と認められる相手方を複数指名し、それぞれ見積書を提出させ、低額の業者を選択して行った契約。

なお、随意契約によることができる合理的な理由とは、次に掲げるいずれかの場合とする。

　　①　契約の性質又は目的が競争入札に適さない場合。

　　　　　②　本会が発注する設計、計画及び調査、広報、コンサルタント等の業務において、技術者等の適切な知識並びに構想力及び応用力等が要求される業務について、技術的に最適な者を特定する方式（以下「プロポーザル方式」という。）による場合。

　　　　　③　緊急の必要により競争入札に付することができない場合。

　　　　　④　競争入札に付することが不利と認められる場合。

　　　　　⑤　時価に比して、有利な価額等で契約を締結できる見込みのある場合。

　（４）特命随意契約

合理的な理由により、競争入札に付することが適当でないと認められる場合において、複数見積合わせを省略し、１者を特定して行う契約。なお、特命随意契約によることができる合理的な理由とは、次に掲げるいずれかの場合とする。

　　　　　①　予定価格が１件につき１０万円未満の場合。ただし、予定価格が５万円を超えるものについては、契約予定者から見積書を徴取すること。

　　　　　②　特別の事由により、複数見積合わせによる業者選定が不可能等である場合。

③　緊急かつやむを得ない特別の事由により、複数見積合わせをする暇がない場合。

（落札の基準）

第３条　契約の目的物の規格、数量、履行期限等を明示した上で入札を行い、次の基準により契約先を決定する。

　（１）総価額方式

　契約価額の合計が最も低い業者と契約する。

　（２）単価方式

業務の実績によって価額を算定する場合には、単価が最も低い業者と契約する。この場合、数量の上限や下限をあらかじめ条件として明示するものとする。

　（３）プロポーザル方式

別に定める「プロポーザル実施要領」に基づき選定先を決定する。

（入札の執行）

第４条　入札は、契約担当者の所掌により行うものとする。ただし、契約担当者が立ち会えない場合は、他の会計職員を代理とすることができる。

（入札参加の資格）

第５条　入札に参加しようとする業者等及び契約しようとする業者は、あらかじめ｢業者選定参加申請書｣を提出する。

２　次の各号のいずれかに該当する場合は、競争に参加させたり、契約の相手方とすることができない。

　（１) 被後見人等契約の当事者になることができない者。

（２) 契約停止処分を受けてから２年間を経過しない者。

（３) その他、入札への参加および契約締結に不適当と認められる者。

３　次の各号のいずれかに該当すると認められる者は、その事実のあったときから２年間の契約停止処分とすることができる。

（１) 　契約の履行にあたり、故意に製造、工事、品質を粗雑にし、または、物件の規格や数量に関して不正の行為をした者。

（２) 　競争入札において、その公正な執行を妨げた者または公正な価額の成立を害し、もしくは不正の利益を得るために連合または談合した者。

（３) 　落札者が契約を締結すること、または契約者が契約を履行することを妨げた者

（４) 　正当な理由がなく契約を履行しなかった者。

　（５）　契約の履行に関し、規格との相違、数量の過不足、納入期限を超過した場合等、条件に齟齬があった場合に速やかに対応しなかった者。

　（６）　契約停止処分を受けるに至った前各号の事実に関わった者を従業者として採用した者。

（入札の方法）

第６条　入札の方法は、次に掲げるものとする。

（１）公告の実施

　　　　　一般競争入札により契約を締結しようとする場合において、以下に掲げる事項について、その入札の日（入札説明会を行う場合はその日）の前日から起算して○○日前までに、本会掲示板またはホームページ等に掲載して公告を行うものとする。ただし、急を要する場合においては、その期間を○日までに短縮することができる。

　　　　①一般競争入札に付する事項

　　　　　　競争入札に付する契約内容を示す。または、その規格・数量等の詳細を示した仕様書の配布方法。

　　　　②入札参加者の資格に関する事項

第４条の内容を明記。

　　　　③入札手続等に関する事項

　　　　　　入札場所、入札日時または締切日時、入札説明書の配布手順または入札説明会への参加手順、提出書類等の明記。

　（２）業者の指名

指名競争入札に付するときは、参加しようとする者の内から、信用状況について調査のうえ、契約責任者が３者以上（予定価額が一定額以上の場合は４者以上）の入札者を指名して行うものとする。

　（３）入札の通知

　　　　　一般競争入札及び指名競争入札に付するときは、予定価格を決定のうえ、次に掲げる事項を事前に入札者に通知する。

なお、入札公告、指名通知及び入札説明書で示した契約の内容、入札条件等で書面に記載することが難しい事項、錯誤の生じるおそれのある事項等について、補足説明をする必要があると認める場合には、入札説明会を開催しなければならない。

　　　　①入札に付すべき事項

　　　　②契約の条件

　　　　③入札の日時、場所

　　　　④その他必要な事項

　（４）入札の方法

　　　　　入札に伴う仕様説明、入札、開札は、原則として同一会場にて引続き行うものとし、指名業者の名称等は開札まで公表しないものとする。ただし、入札を行うにあたり、相当の作業等を要する場合はこの限りではない。

　　　　　企画入札（コンペティション）についても、競争入札の手順に準じて実施する。この場合、入札に替えて個別に提案説明（プレゼンテーション）実施することができるが、その場合も、各社同一の日に引続き実施するものとする。

　（５）入札の無効

　　　　　次の各号のいずれかに該当する場合は、当該入札を無効としなければならない。入札を無効とする場合は、開札に立ち会った入札者に対して、その面前で理由を明示して当該入札が無効である旨を知らせなければならない。

　　　　①　入札に指名されない者のした入札。

　　　　②　入札書の記載事項が不明なもの、または入札書に記名・捺印のないもの。

　　　　③　一度提出された入札書の内容を書換えたもの。

　　　　④　他者の代理を兼ねているもの、または２名以上の代理をしたものにかかる入札。

　　　　⑤　入札書の金額の表示を改竄し、または訂正したもの。

　　　　⑥　入札にかかり、法令や公序良俗に違反したもの。

　　　　⑦　入札に際して、談合その他不正の行為があったもの。

　　　　⑧　その他、特に指定した事項に違反したもの。

　（６）開札

　　　　　開札は、入札の終了後、直ちに入札者を立ち会わせて行わなければならない。また、入札者の面前で入札書を開札し、名称、金額を明瞭に読み上げなければならない。

　（７）落札者の決定

　　　　　落札者の決定にあたっては、次に掲げるとおりとする。

　　　　①　予定価額以下で、最低価額の入札者を落札者に決定する。

　　　　②　落札者となるべき同金額の入札をした者が２人以上あるときは、直ちに抽選により落札者を決めなければならない。

　　　　③　開札の結果、落札者があるときはその名称と金額、落札者がないときはその旨を、開札に立ち会った入札者に知らせなければならない。この場合において、入札者が立ち合わないときは、当該入札業務に関係のない職員を立ち合わせなければならない。

　　　④　開札の結果、予定価額以下の入札が無い場合は、再度入札を行うか、入札を無効とし、改めて入札の条件等を検討するものとする。

（随意契約の方法）

第７条　随意契約の方法は、次に掲げるものとする。また、その他の事項については、指名競争入札に準じて実施する。

　（１）業者の指名

　　　　　見積書を徴取するときは、あらかじめ、見積りの条件、仕様、見積書提出期限、予定価額を決定し、実績や信用状況について調査のうえ、見積書の提出を求める業者について、複数社を選定し指名する。

　（２）見積書の徴取

　　　　　業者に、見積の条件（仕様書）を書面で提示し、見積書の提出を依頼する。発注先が決定するまでは、予定価額、参加業者の名称等は公表しないものとする。

　（３）開札の方法

予定価額以下で、最低価額の見積書を提出した者と落札者とし、契約を行う。最低価額の見積書を提出した業者が２社以上あるときは、期限を決めて見積書の再提出を求め、その中で最低価額の業者を落札者とし、契約を行う。

入札結果は、参加した業者に速やかに通知するものとする。

（検査）

第８条　契約履行の届出があったときは、関係職員が検査を行うものとする。

２　検査の結果、不合格となったものまたは数量に過不足があるときは、契約の相手方に引取りまたは追納、その他適当な処置をさせなければならない。

（その他）

第９条　この規程に定めるもののほか、必要な事項は別に定めるものとする。

附　則

　この規程は令和○○年○○月○○日から施行する。

